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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第80期

第１四半期
連結累計期間

第81期
第１四半期
連結累計期間

第80期

会計期間
自 平成25年１月１日

至 平成25年３月31日

自 平成26年１月１日

至 平成26年３月31日

自 平成25年１月１日

至 平成25年12月31日

営業収益 （千円） 7,390,752 10,375,363 27,198,707

経常利益 （千円） 838,768 1,046,262 2,210,214

四半期（当期）純利益 （千円） 463,628 698,221 1,090,014

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 757,187 689,925 1,297,770

純資産額 （千円） 12,921,536 13,365,241 13,297,761

総資産額 （千円） 56,161,563 55,718,302 50,895,842

１株当たり
四半期（当期）純利益金額

（円） 11.28 16.99 26.53

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益金額

（円） － － －

自己資本比率 （％） 23.0 24.0 26.1
 

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　営業収益には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

２ 【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容に

重要な変更はありません。

 また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のう

ち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事

業等のリスク」についての重要な変更はありません。

 なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が

判断したものであります。

 

(1)　業績の状況

当第１四半期連結累計期間において当社グループは、仲介事業において手数料収入が増加したこと、アセット

ソリューション事業において販売用不動産の売却が増加したこと及び賃貸事業において前連結会計年度第３四半

期から東京建物グループ内再編に伴いリフォーム・インテリア販売事業が加わったこと等により、営業収益は103

億７千５百万円（前年同期比40.4％増）、営業利益は10億５千４百万円（前年同期比23.5％増）、経常利益は10

億４千６百万円（前年同期比24.7％増）、四半期純利益は６億９千８百万円（前年同期比50.6％増）となりまし

た。

各セグメントの業績は次のとおりであります。

 

(仲介事業)

法人仲介、個人仲介ともに手数料収入が増加いたしました。この結果、営業収益は８億９千４百万円（前年

同期比45.7％増）、営業利益は２億５千３百万円（前年同期比150.1％増）となりました。

 

(アセットソリューション事業)

販売用不動産の売却が増加いたしました。この結果、営業収益は35億４百万円（前年同期比63.4％増）、営

業利益は３億１千６百万円（前年同期比30.1％増）となりました。

 

(販売受託事業)

大規模物件の引渡しの増加により、営業収益は17億４千１百万円（前年同期比10.6％増）となったものの、

都心物件の引渡しの減少のため、営業利益は３億１千７百万円（前年同期比29.7％減）となりました。

なお、当第１四半期連結累計期間において、「Brillia City 横浜磯子」（横浜市磯子区）、「幕張ベイタウ

ン グリーナ」（千葉市美浜区）、「ユードリーム横濱戸塚」（横浜市戸塚区）等の引渡しを行いました。
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(賃貸事業)

管理戸数が増加したこと及び前連結会計年度第３四半期から東京建物グループ内再編に伴い子会社の株式会

社東京建物アメニティサポートにリフォーム・インテリア販売事業が加わったことにより、営業収益は42億３

千４百万円（前年同期比38.5％増）、営業利益は４億８千８百万円（前年同期比27.6％増）となりました。

 

(2)　財政状態の分析

(資産)

当第１四半期連結会計期間末における総資産は557億１千８百万円（前連結会計年度末比9.5％増）となりまし

た。これは主として、現金及び預金が14億８千６百万円増加したこと及び株主に対する短期貸付金が42億１千２

百万円増加したことによるものであります。

 

(負債)

当第１四半期連結会計期間末における負債は423億５千３百万円（前連結会計年度末比12.6％増）となりまし

た。これは主として、受託預り金が48億４百万円増加したことによるものであります。

 

(純資産)

当第１四半期連結会計期間末における純資産は133億６千５百万円（前連結会計年度末比0.5％増）となりまし

た。これは主として、当第１四半期連結会計期間において会計方針の変更に伴いジーティスリー特定目的会社を

持分法適用関連会社としたことにより４億１千７百万円減少したことに加え、剰余金の配当により２億５百万円

減少した一方、四半期純利益を６億９千８百万円計上したことによるものであります。

 

(自己資本比率)

当第１四半期連結会計期間末における自己資本比率は24.0％（前連結会計年度末比2.1ポイント減）となりま

した。

 

(3)　事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題

はありません。

 

(4)　研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①　【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 100,000,000

計 100,000,000
 

 

②　【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成26年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成26年５月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 41,088,508 41,088,508
東京証券取引所
市場第一部

単元株式数は
100株であります。

計 41,088,508 41,088,508 － －
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額

 

(千円)

資本金残高

 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成26年１月１日～
平成26年３月31日

－ 41,088,508 － 3,108,506 － 2,553,050
 

 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(平成25年12月31日)に基づく株主名簿による記載をしております。

①　【発行済株式】

平成25年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）  

－ －
普通株式 100

完全議決権株式（その他） 普通株式 41,080,300 410,803 －

単元未満株式 普通株式 8,108 － －

発行済株式総数  41,088,508 － －

総株主の議決権  － 410,803 －
 

 

②　【自己株式等】

平成25年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

（自己保有株式）      

東京建物不動産販売㈱
東京都新宿区西新宿一丁目
25番１号

100 － 100 0.0

計 － 100 － 100 0.0
 

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２. 監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成26年１月１日から平成

26年３月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成26年１月１日から平成26年３月31日まで）に係る四半期連結

財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成25年12月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成26年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 3,392,584 4,878,612

  営業未収入金 1,058,678 1,582,993

  販売用不動産 20,316,745 19,634,491

  未成業務支出金 1,378,937 826,111

  株主に対する短期貸付金 736,805 4,949,459

  その他 1,726,144 1,919,247

  貸倒引当金 △31,350 △37,013

  流動資産合計 28,578,543 33,753,902

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物（純額） 7,803,097 7,736,181

   土地 7,569,600 7,569,600

   その他（純額） 125,598 139,389

   有形固定資産合計 15,498,296 15,445,171

  無形固定資産 467,473 536,897

  投資その他の資産   

   投資有価証券 3,848,973 3,427,387

   敷金及び保証金 1,923,825 1,964,582

   その他 578,729 590,362

   投資その他の資産合計 6,351,528 5,982,331

  固定資産合計 22,317,298 21,964,400

 資産合計 50,895,842 55,718,302
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成25年12月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成26年３月31日)

負債の部   

 流動負債   

  営業未払金 823,810 1,105,076

  短期借入金 5,619,500 5,796,500

  未払法人税等 723,226 274,324

  賞与引当金 119,810 384,666

  役員賞与引当金 2,200 500

  前受金 1,907,703 1,426,767

  受託預り金 1,882,337 6,686,665

  預り金 1,909,311 2,588,349

  その他 989,159 1,077,362

  流動負債合計 13,977,059 19,340,213

 固定負債   

  社債 2,029,999 1,919,999

  長期借入金 15,216,000 14,656,500

  退職給付引当金 1,735,501 1,779,951

  役員退職慰労引当金 3,800 4,300

  長期預り敷金保証金 4,563,038 4,582,080

  その他 72,681 70,015

  固定負債合計 23,621,021 23,012,847

 負債合計 37,598,080 42,353,061

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 3,108,506 3,108,506

  資本剰余金 6,415,055 6,415,055

  利益剰余金 3,480,155 3,555,931

  自己株式 △64 △64

  株主資本合計 13,003,653 13,079,429

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 294,108 285,812

  その他の包括利益累計額合計 294,108 285,812

 純資産合計 13,297,761 13,365,241

負債純資産合計 50,895,842 55,718,302
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成25年１月１日
　至 平成25年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成26年１月１日
　至 平成26年３月31日)

営業収益 7,390,752 10,375,363

営業原価 6,071,929 8,816,344

営業総利益 1,318,823 1,559,018

販売費及び一般管理費 464,813 504,541

営業利益 854,009 1,054,476

営業外収益   

 受取利息 6,191 7,933

 受取配当金 69,645 26,402

 持分法による投資利益 － 18,593

 その他 3,456 7,443

 営業外収益合計 79,292 60,372

営業外費用   

 支払利息 70,740 67,699

 その他 23,793 886

 営業外費用合計 94,534 68,586

経常利益 838,768 1,046,262

特別利益   

 投資有価証券売却益 7,934 －

 特別利益合計 7,934 －

税金等調整前四半期純利益 846,702 1,046,262

法人税、住民税及び事業税 399,533 354,050

法人税等調整額 △16,458 △6,009

法人税等合計 383,074 348,041

少数株主損益調整前四半期純利益 463,628 698,221

四半期純利益 463,628 698,221
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成25年１月１日
　至 平成25年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成26年１月１日
　至 平成26年３月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 463,628 698,221

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 293,559 △8,296

 その他の包括利益合計 293,559 △8,296

四半期包括利益 757,187 689,925

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 757,187 689,925

 少数株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

（持分法適用の範囲の重要な変更）　

当第１四半期連結会計期間より、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成23年３月25

日）、「一定の特別目的会社に係る開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第15号 平成23年３月25

日）、「連結財務諸表における子会社及び関連会社の範囲の決定に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第

22号 平成23年３月25日）及び「投資事業組合に対する支配力基準及び影響力基準の適用に関する実務上の取扱

い」（実務対応報告第20号 平成23年３月25日）を適用したことにより、ジーティースリー特定目的会社を持分法

適用の範囲に含めております。

 
（会計方針の変更等）

（会計方針の変更）　

当第１四半期連結会計期間より、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成23年３月25

日）、「一定の特別目的会社に係る開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第15号 平成23年３月25

日）、「連結財務諸表における子会社及び関連会社の範囲の決定に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第

22号 平成23年３月25日）及び「投資事業組合に対する支配力基準及び影響力基準の適用に関する実務上の取扱

い」（実務対応報告第20号 平成23年３月25日）を適用したことにより、ジーティースリー特定目的会社を持分法

適用関連会社としました。

新たに持分法適用関連会社となるジーティースリー特定目的会社への会計基準等の適用については、「連結財務

諸表に関する会計基準」第44-４項(４)に定める経過的な扱いに従っており、適用初年度の期首においてジー

ティースリー特定目的会社に関する資産及び負債の全てを時価により評価しております。

この結果、当第１四半期連結会計期間の期首の利益剰余金が417,003千円減少しております。

 
(四半期連結貸借対照表関係)

１　偶発債務

(1) 保証債務

抵当権設定登記完了までの販売受託物件購入者の住宅ローン及び仲介物件購入者の住宅ローンに対する保証
　

 
前連結会計年度

(平成25年12月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成26年３月31日)

 22,104,680千円 33,383,929千円
 

 

(2) 保証予約

出資先の不動産に対する売買予約
　

 
前連結会計年度

(平成25年12月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成26年３月31日)

 3,025,500千円 3,025,500千円
 

 

２　当座貸越契約及び貸出コミットメント

当社グループは、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行と当座貸越契約を締結しております。

また、当社グループは東京建物株式会社が導入しているＣＭＳ（貸出コミットメント）に参加しております。

これらに基づく当第１四半期連結会計期間末における当座貸越契約及び貸出コミットメントに係る借入金未実行

残高等は以下のとおりであります。
　

 
前連結会計年度

(平成25年12月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成26年３月31日)

当座貸越極度額及び貸出コミットメントの総額 31,500,000千円 31,500,000千円

借入実行残高 －千円 －千円

差引額 31,500,000千円 31,500,000千円
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。

なお、第１四半期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりでありま

す。
　

 
前第１四半期連結累計期間
(自 平成25年１月１日
 至 平成25年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成26年１月１日
 至 平成26年３月31日)

 減価償却費 117,069千円 132,236千円
 

 

(株主資本等関係)

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自 平成25年１月１日 至 平成25年３月31日）

１. 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年３月27日
定時株主総会

普通株式 164,353 ４ 平成24年12月31日 平成25年３月28日  利益剰余金
 

 

２. 基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自 平成26年１月１日 至 平成26年３月31日）

１. 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年３月27日
定時株主総会

普通株式 205,441 ５ 平成25年12月31日 平成26年３月28日  利益剰余金
 

 

２. 基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

３. 株主資本の著しい変動

当第１四半期連結会計期間において、ジーティースリー特定目的会社を持分法適用関連会社としたことにより、

当第１四半期連結会計期間の期首の利益剰余金が417,003千円減少しております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成25年１月１日　至　平成25年３月31日）

報告セグメントごとの営業収益及び利益の金額に関する情報

 

 
仲介事業
(千円)

アセットソ
リューショ
ン事業
(千円)

販売受託
事業
(千円)

賃貸事業
(千円)

計
(千円)

調整額
(千円)
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
(千円)
(注)２

営業収益        

  外部顧客への営業
収益

614,082 2,144,761 1,574,411 3,057,497 7,390,752 － 7,390,752

  セグメント間の内
部営業収益又は振
替高

131,659 － 2,367 19,983 154,011 △154,011 －

計 745,742 2,144,761 1,576,778 3,077,481 7,544,764 △154,011 7,390,752

セグメント利益 101,185 243,353 450,887 383,271 1,178,698 △324,688 854,009
 

(注) １　セグメント利益の調整額△324,688千円は、各報告セグメントに配分しない全社費用であります。全社費用

は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成26年１月１日　至　平成26年３月31日）

報告セグメントごとの営業収益及び利益の金額に関する情報

 

 
仲介事業
(千円)

アセットソ
リューショ
ン事業
(千円)

販売受託
事業
(千円)

賃貸事業
(千円)

計
(千円)

調整額
(千円)
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
(千円)
(注)２

営業収益        

  外部顧客への営業
収益

894,710 3,504,302 1,741,719 4,234,629 10,375,363 － 10,375,363

  セグメント間の内
部営業収益又は振
替高

117,691 － 9,177 31,122 157,991 △157,991 －

計 1,012,402 3,504,302 1,750,896 4,265,752 10,533,354 △157,991 10,375,363

セグメント利益 253,088 316,664 317,151 488,892 1,375,797 △321,321 1,054,476
 

(注) １　セグメント利益の調整額△321,321千円は、各報告セグメントに配分しない全社費用であります。全社費用

は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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(１株当たり情報)

　　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。
　

項目
前第１四半期連結累計期間
(自 平成25年１月１日
 至 平成25年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成26年１月１日
 至 平成26年３月31日)

 １株当たり四半期純利益金額
 

11円28銭 16円99銭

(算定上の基礎)
 

  

四半期純利益金額 (千円) 463,628 698,221

普通株主に帰属しない金額 (千円) － －

普通株式に係る四半期純利益金額 (千円) 463,628 698,221

普通株式の期中平均株式数 (株) 41,088,387 41,088,377
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

　該当事項はありません。

 

 

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成26年５月14日　

東京建物不動産販売株式会社

取締役会  御中

 

新日本有限責任監査法人
 

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員

 
 
 
公認会計士   吉田　英志   印

 
指定有限責任社員

業務執行社員

 
 
 
公認会計士   善方　正義   印

 
指定有限責任社員

業務執行社員

 
 
 
公認会計士   新居　幹也   印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東京建物不動産

販売株式会社の平成26年１月１日から平成26年12月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成26年１月

１日から平成26年３月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成26年１月１日から平成26年３月31日まで）に係る

四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記

について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東京建物不動産販売株式会社及び連結子会社の平成26年３月31日

現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以  上
 

(注) １　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２　ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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